平成２２年地方公務員給与実態調査等における主な改正点
給与実態調査（補充調査）
①　「退職事由別，年齢別退職者数及び退職手当額に関する調」（２０～２４表、２９表）
・表頭区分「整理退職等（条例（案）第５条）」を「２５年以上勤続定年・整理退職等（条例（案）第５条）」に変更
・表頭区分「支給制限規定該当者（条例（案）第８条第２項を除く）」の「（条例（案）第８条第２項を除く）」を削除
・表頭区分「手当の一部の支給制限規定該当者」を追加
②　「退職事由別，年齢別退職者数及び退職手当額に関する調」（３０表）
・表頭区分「整理退職等（条例（案）第５条）」を「２５年以上勤続後の定年・整理退職等（条例（案）第５条）」に変更
③ 「特別職に属する職員等の定数及び給料（報酬）額に関する調」（２５（２６）表）
・年額、月額、日額が併給されている場合の入力欄を追加
給与実態調査カード 
①　「１　ラスパイレス指数及び変動分析」
・「変動要因」の項目を変更
・「年」を１年追加（過去３ヶ年分→過去４ヶ年分）
②　「６　初任給、昇格、昇給基準等」
・「級別標準職務表」欄を追加
・「級別資格基準表」を削除し、「経験年数調整表」及び「在級期間表」を追加
③　「７　昇給制度(一般行政職)」　
　　・「４．査定昇給以外の昇給（一般行政職）」の記入内容を整理し、入力表を簡素化
④ 「８　諸手当」
・「○住居手当」の「３．自宅」について、国の支給内容を変更
・「○時間外勤務手当等」の「２．支給割合」について、国の支給割合を変更
・「○期末手当」について、国の支給率を変更
・「○勤勉手当」について、国の支給率を変更
　　・「○期末・勤勉手当」の「１．役職段階別加算措置（一般行政職）」について、「標準到達経験年数」欄を削除
　　・「○期末・勤勉手当」の「期末・勤勉手当の一時差止制度等の導入（一般行政職）」を変更
⑤  「９　退職手当制度」
・区分を「構造見直し」、「支給率」、「定年前早期退職」、「調整額」、「返納制度」、「その他」の６区分とし、国の退職手当制度との違いについて記載
給与制度・運用に関する調 
①　「④ わたり」
・「主事相当職」、「係長相当職」の区分を廃止し、「わたり」となっている職員の級と職名を全て記入することとする。
②　「⑦ 住居手当」
・国の自宅に係る住居手当が廃止されたことに伴い、注書きを追加
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